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コロナ禍を機に、日本でもテレワークをはじめとする柔軟な働き方が広まりつつある。こ

れらの柔軟な働き方の実現は、仕事と家庭の両立を容易にし、結婚や出生といった家族形成

行動に影響を与える可能性がある。英国のパネルデータを用いた Osiewalska et al.(2024) 

は、長時間通勤者において、テレワークの実施が出生に正の影響を持つことを示している。

しかし、日本において、テレワークの実施が出生に与える影響についてパネルデータを用い

て検証した研究は存在しない。また、英国の先行研究においては、女性が対象とされている

が、男性においてもテレワークによって家事育児時間が確保できるようになることで出生

が促されることも考えられる。加えて、テレワークの実施は結婚行動にも影響する可能性が

考えられるが、結婚への影響を分析したパネルデータ分析は存在しない。 

そこで、本研究では、テレワークが出生を促す効果が日本でも存在するのかを、女性のみ

ならず男性についても検証するとともに、テレワークが未婚者の結婚行動にも影響するの

かを検証する。テレワークが限定的であったコロナ禍前とコロナ禍後で分けた分析も行い、

コロナ禍前後でメカニズムが変化したかも検証する。 

分析には、リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査（JPSED）」2017 年から

2024 年のデータを使用した。分析手法は、婚姻および第一子出生を被説明変数とする「離

散時間ランダム効果相補対数対数（cloglog）モデル」を採用する。本研究の主要な独立変

数はテレワーク実施ダミーと通勤時間であり、それらの交差項を投入することで、長時間通

勤の者においてテレワークの実施が出生や結婚確率に影響するかを検証する。 

分析の結果、以下の知見が得られた。第一に、コロナ後の男性において、テレワークと

長時間通勤の交差項の係数が、結婚および第一子出生の両方で有意にプラスとなった。こ

れは、長時間通勤による時間制約がテレワークによって緩和されることで、男性の家族形

成が促されている可能性を強く示唆している。第二に、英国の先行研究では女性の出生に

おいて同様の緩和効果が確認されていたが、日本の女性においては、コロナ前後を通じて

交差項の係数に有意な効果は見られなかった。ただし、コロナ前の女性では通勤時間の長

短に関わらずテレワーク自体が結婚確率を向上させる傾向が確認された。 

本研究の新規性は、テレワークが長時間通勤の日本の男性の結婚及び第一子出生の確率

を高めることを示すとともに、日本の女性においては英国の女性の出生を対象とした先行

研究とは異なり、同様の効果がみられないことを示した点にある。 

分析の結果、テレワークは長時間通勤をしている男性において結婚、出生を支える有効

な手段となることが示された。政策的には、郊外居住者など、長時間通勤の負担がある者

のテレワークを推進することが、実効性のある少子化対策に繋がることが考えられる。 

 


